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 北風亮氏は、2013 年 4 月に法政大学大学院公共政策研究科公共政策学専攻博士後期課程
に入学し、2018 年 9 月に博士学位請求論文『地域資源を活かした自治体電力事業の現状と
可能性―北海道寿都町と福岡県みやま市の事例を中心とする実証研究―』（以下、本論文と
呼ぶ）を提出した。 
 本論文はＡ４版 ワープロ横組みで１行 40 文字 36 行（1440 字）のフォーマットで書か





























































































2018 年 9 月 27 日に北風氏から本論文の提出を受け、大学院公共政策研究科教授会によ
り同年 10 月 16 日に設置された学位論文審査小委員会は、その後委員間の書面等によるさ
まざまな形式の予備的な審査の後、2018 年 12 月 10 日に北風氏も交えて第 1 回審査小委員






























統制期終了まで （1883 年～1951 年）」、「戦後から高度成長期を経て部分自由化前まで
（1951 年～ 1995 年）」、「部分自由化開始から東日本大震災前まで（1995 年～2011 年）」、
「東日本大震災後から小売全面自由化開始前まで（2011 年～2016 年）」、そして「小売全













































寿都町では、風力発電事業が一般会計予算の 12％、町税収の 3 倍に匹敵する事業収益を上
げていて、それが環境対策（磯焼け対策、森林保全など）、医療福祉政策（家庭医制度、診
療所運営、福祉灯油助成など）、さらには水道料金引き下げや地域振興券発行など住民還元
にも活用されているという事実にあらためて光を当てたことは、単なる突出した特殊事例
として看過することのできない自治体電力事業の大きな可能性を示すことにつながってい
る。また、みやま市のみやまスマートエネルギーも、単なる特殊事例にとどまるものでは
なく、地域内外と金融など多様な業界・業種をつないで再エネも含む電力の地域需給管理
システムを構築する新しいビジネスモデルとして、ますます社会的に注目を集めてよい。 
このように、本研究の最大の成果は、我が国の自治体電力事業のポテンシャリティは一
般に考えられているほどには低くないこと、しかし、そのようなポテンシャリティを政策
的・制度的に現実化するには、ビジネスマインドを伴うリーダーシップ、長期安定性と持
続的公益性を担保し得る事業戦略、行政の目標や計画における電力事業の位置づけの明確
化、自治体行政内部における事業担当者の長期的・継続的関与とそれによる経験と知見の
蓄積、首長・行政職員・議員の間での事業目的や意義の認識の共有、民間と行政との相互
補完関係の構築など、自治体のガバナンスとマネジメントに幾多の困難な課題が立ちはだ
かっていることを実証的に、したがって説得的に明確化したことにあると評価できるであ
ろう。 
 以上のように、本論文は学術論文としてもそれが投げかけている政策的示唆においても
高く評価できる水準に達しているとはいえ、いくつかの難点が克服されていないことも付
記せざるを得ない。 
まず、論文全体の基調についてである。筆者は修士論文も含めて、また職務上でも、長
年にわたって自然エネルギー研究に取り組んできた。そのような、すでに一人の専門家で
あることによって、自然エネルギー政策や自治体電力事業に対して、幾分主観的な思い入
れが強く、本論文においても、それが必ずしも十分に払拭し切れていない感がある。この
点は、審査小委員会で再三指摘したことによってかなり改善されたが、今後も学術研究に
相応しい客観性を担保することを強く意識しながら研究を続けることを期待してやまない。 
次に今後の課題を指摘しておく。本論文でもドイツのシュタットベルケについて随所で
触れられているが、国際比較そのものは本論文では課題の中に含まれていなかった。法制
度も事業環境も経済状況も政治体制においても多様な諸外国の自治体電力事業との比較研
究は、本論文の到達点をさらに新たに展開するうえで、必要不可欠な課題とされなければ
ならない。 
また、国内における自治体電力事業の研究をさらに発展させるためには、すでに述べた
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ように、本論文で扱った二つの突出した成功事例だけでは明らかに不十分である。極端な
失敗事例も含めてより多様な事例を取り上げ、研究の射程の拡大と精度の向上をはかって
いただきたい。 
次に、自治体電力事業をより広く深く研究するために、地域課題の多様性の中に再エネ
も含めた電力事業を位置づけるという視点をより強く意識してほしい。言うまでもなく、
今日の我が国の地方自治体は多岐にわたる実に多様で困難な政策課題に直面している。本
論文で筆者が明らかにしたような「はじめに電力事業ありき」という事例ばかりでなく、
他の事業や施策が結果的に電力事業の必要性を生み出すという政策の経路も可能性として
はあるのかもしれないという程度の想像力は働かせてほしい。たとえば、高齢者など交通
弱者対策として自動運転の電気自動車を公共交通手段として導入しようとすれば、その電
力需要も自治体で独自に賄おうという発想が生まれてもおかしくない。確かに、自治体電
力が他の政策課題にも波及効果を与えるという本論文の指摘も重要には違いないが、電力
事業も自治体の多様な政策課題の一部にすぎず、その中での位置づけが肝要であることを
敢えて指摘しておきたい。 
とはいえ、これらはすべて今後の課題として銘記されるべきことであり、本論文の価値
を何ら減ずるものではない。 
 
６．結論 
以上のように残された課題はあるものの、問題設定の妥当性、研究方法の適格性、研究
の独自性と学術的貢献のいずれの観点からも本論文は高く評価できるものである。よって
審査小委員会は、厳正なる審査の結果、本論文によって北風亮氏に博士（公共政策学）の
学位を授与するに相応しいと全員一致で判定した。 
 
